
おにぎり販売店として使用する目的で店舗

を賃借したが、防火シャッターが降りないと

いう欠陥があり、営業ができない状態であっ

たにもかかわらず、貸主らから当初説明がな

く、また、営業が可能となるような補修もし

なかったとして、貸主に対し、債務不履行解

除に基づく原状回復請求又は錯誤無効を理由

として、支払い済みの賃料等の返還等を求め

るとともに、仲介業者に対し、債務不履行に

基づく損害賠償請求を求めたところ、錯誤無

効、仲介業者への請求等は棄却されたが、貸

主への礼金等の返還請求が認容された事例

（東京地裁　平21年８月31日判決　一部認容

ウエストロージャパン）

１　事案の概要

Ｘは、おにぎりのテイクアウト販売を行う

店舗の開店を企画していた個人である。

Ｘは、仲介業者Ｙ2の媒介で、Ｙ1所有ビル

の１階店舗部分（以下「本件建物」という。）

について、平成19年８月23日、弁当店経営目

的で２年間の賃貸借契約を締結した。この契

約では、Ｘが解約をする場合は、４ヶ月前ま

でに文書をもって通知するか、解約予告に代

えて４ヶ月分の賃料、管理費を支払って即時

解約することができることになっていた。

Ｘは、Ｙ1から本件建物の引渡しを受け、

Ｙ1に対し、保証金360万円、礼金90万円、賃

料45万円を、Ｙ2に対し仲介料45万円を、賃

貸保証会社に期間２年の保証料22万５千円を

支払った。

Ｘは、同年10月26日、所轄消防署から本件

建物の防火シャッターが正常に作動しない状

態にあること（以下「本件不備」という。）

を指摘されたため、このままでは弁当店とし

て使用できないとしてＹ1に補修を求めたが、

催告にもかかわらず、何ら補修のための措置

を講じていないとして、同年11月12日、債務

不履行に基づき本件契約を解除するとの意思

表示をした。

これに対しＹ1は、本件不備はＸの負担で

補修すべきものであり債務不履行はないし、

Ｙ1において補修費用の一部を負担すること

を検討している旨回答中での本件解除の申し

入れは一方的である、出店計画を白紙撤回す

ることの口実に過ぎないと反論した。

２　判決の要旨

裁判所は、要旨次のとおり判示した。

盧 Ｙ1の債務不履行の存否

Ｘは、平成19年10月30日、Ｙ1に対し、本

件不備の改修工事を求めること及びそれに要

する費用の概算を通知した。よって、Ｘは、

Ｙ1に対し、同日本件不備の改修を催告した

と認められる。10月31日、外遊中のＹ1は、

11月５日に帰国した後対応すると回答し、同

日に帰国したものの、その後は、Ｘに対して

何ら具体的対応はとらず、同月12日に本件解

除がされたもので、催告後相当期間経過後に

本件解除がされたとするのが相当である。以
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上からすると、本件契約は、Ｙ1の債務不履

行により解除されたというべきであり、Ｙ1

はＸに対し、当該債務不履行と相当因果関係

がある損害について賠償すべき義務を負う。

ただし、仮にＸが本件解除前にＹ1に連絡を

取り、工事業者の見積もりを示すなどして協

議していれば、本件解除まで至らなかった蓋

然性が認められる。そうだとすると、最終的

にＹ1による債務不履行が生じた点について、

Ｘにも過失があるというべきであるから、民

法418条により、過失相殺をするのが相当で

あり、以上の経緯に鑑みると、その割合は

20％とするのが相当である。

盪 Ｙ2の債務不履行の存否

本件不備は、建築基準法及び東京都建築安

全条例の問題であるところ、Ｙ2の担当者は、

本件不備の存在に気づいておらず、専門家で

あるＢ建築士（Ｘが設計を依頼）も消防署か

ら指摘を受けるまで本件不備の存在及びそれ

が東京都建築安全条例８条に違反することに

気づかなかったものであるから、宅建業者で

あるＹ2において、本件契約締結に当たって、

本件不備の存在及び本件適合性に問題がある

ことについて説明しなかったとしても、善管

注意義務違反にはならないというべきであ

る。よって、ＸのＹ2に対する請求は、その

余の点について判断するまでもなく、理由が

ない。

蘯 ＸがＹ1の債務不履行によって被った損

害

①　Ｘが被ったとする損害のうち、設計・工

事費用、求人広告費用、給料、逸失利益はＸ

がおにぎり店経営に当たらせるために設立し

た法人名義での支出であるため、Ｘの損失に

は当たらない。

②　支払い済み賃料135万円については、Ｘ

は本件建物を排他的に支配し、賃料に対応す

る利得を得ていたというべきであるから、賃

料に係る損害は生じていないと解される。

③　保証料と礼金については、２年間の契約

期間をまかなうものと解される。本件契約は、

82日間しか存続しなかったものであるから、

Ｘは本件債務不履行により、649日分（731

日－82日）の損害を被ったと認められる。そ

して、20％の過失相殺をすべきである。

④　Ｘは本件解除に伴う原状回復を理由とし

て、保証金、礼金、賃料の返還を請求してい

るところ、賃貸借契約解除の効力は、将来に

向かって生じるものであるから（民法620条）、

礼金及び賃料について、本件解除に伴う原状

回復を理由としてはＹ1に返還義務は生じな

い。

⑤　他方、保証金については過失相殺の対象

とはなるものではない。そして、本件契約が

終了したのは、Ｙ1の債務不履行によるもの

であるから、即時解約における４ヶ月分の賃

料、管理費の支払の約定の適用はなく、よっ

て、Ｙ1は原告に対し、保証金360万円を返還

すべきである。

盻 本件契約は、錯誤により無効か

本件不備については、その改修を行えば本

件適合性に問題はなくなるのであり、その負

担は、Ｙ1においてすべきものであるから、

Ｘに錯誤があったとしても、要素の錯誤には

当たらず、債務不履行の問題にとどまるとい

うべきである。よって、この点に関するＸの

主張は理由がない。

３　まとめ

専門家（建築士）でもわからなかった条例

違反について仲介業者の善管注意義務がない

とする本件判決の判断は、仲介実務上も妥当

なものと言えよう。

また、礼金等を日割りで返還させたことは、

実務上参考とすべき点である。

RETIO. 2010.  7  NO.78

115




